
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

中東情勢を踏まえたエネルギー転換や市内中小企業の脱炭素経営への移行、蛍光灯からＬＥＤへの

転換を支援するため、ＬＥＤ化に特化した助成制度を実施しています。このたび、ＬＥＤ機器の納品遅

延や見積書取得の長期化により、計画どおりの導入が難しいケースが生じていることを踏まえ、申込

期間を延長するとともに、脱炭素取組宣言をした時期や交付申請兼実績報告の申請期限についての条

件を緩和します。 

１ 制度の概要と募集期間 

中小企業が行う、蛍光灯等からＬＥＤ照明に更新する際の費用の一部を助成します。事業所の蛍

光灯等をＬＥＤ照明に更新する「中小企業ＬＥＤ化型」と賃貸業務ビルの共用部の申請を可能とす

る「賃貸業務ビルＬＥＤ化型」の２つの申請区分を用意しています。 

 中小企業ＬＥＤ化型 賃貸業務ビルＬＥＤ化型 

対象施設 事業所（事業所、営業所、商店、工場等） 賃貸業務ビルの専有部、共用部 

上限額 50万円 

助成額 

【１台あたりの助成単価】 

ベースライト ： 12,000 円 

高天井照明  ： 35,000 円 

その他（ダウンライト、シーリングライト等）： 10,000 円 

※電気工事を伴い器具本体と光源部を一体で更新する照明器具を設置するもの 

【申込期間】・延長後：令和８年５月１日(金)10 時～10月 30日(金)17時まで 

※５月 29日 17 時～６月３日 10時までは、システムの都合により受付を停止します。 

※先着順で受付し、予算額に達し次第、終了します。 

【申請要件】・横浜市の「脱炭素取組宣言」を行っていること 

・横浜市内の中小企業者であること ほか   

※詳細は募集案内をご確認ください。 

 

２ 条件緩和の内容 

 ・脱炭素取組宣言については、事前申込の時点で行っていることを条件とします。 

 ・交付申請兼実績報告の申請期限について、延長を可能とします。 

※詳細は募集案内をご確認ください。 
 

３ 募集案内及び申請方法 

募集案内及び申請方法については、こちらのホームページをご確認ください。 

※申請前に必ず募集案内をご確認ください。 

 
 
※本件は、横浜経済記者クラブへも同時発表しています。 

お問合せ先 

ものづくり支援課長  瀬田  Tel 045-671-3839 

 

令和 ８ 年５ 月 2 5 日 
経済局中小企業振興部 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

カーボンニュートラル設備投資助成事業 

ＬＥＤ化支援助成金の申込期間を延長します 

 

カーボンニュートラル設備投資助成事業 WEB ページ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/kigyoshien/decarbonization/carbonneutral-josei.html 

 

              脱炭素取組宣言制度 WEB ページ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/kigyoshien/decarbonization/datsutansosengen.html 
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